
強度行動障害のある児者が、行動上の課題が頻発するなど状態が悪化し、現状の障害福祉サービス
等の利用や生活を維持することが難しくなったケースについて、広域的支援人材を活用した集中的な
アセスメントと環境調整により状態の改善を図るもの。

Ⅰ 事業所訪問型 広域支援人材が状態等が悪化した利用者が利用する事業所を訪問し、事業
所の支援者と協力しながら集中的支援を実施

Ⅱ 居住支援活用型
状態が悪化した児者に対して、居住の場を移し（居住支援系サービス事業
所を活用）、そこを広域的支援人材が訪問し、当該事業所の支援者と協力
しながら集中的な支援を実施

１ 趣旨

２ 類型

３ 加算の概要
（１）集中的支援加算（Ⅰ） 1000単位/日 ＜事業所訪問型＞
強度行動障害のある児者の状態が悪化した場合において、県及び岡山市（以下「県等」という。）

が認定する広域的支援人材が下記対象サービス（※）の事業所等を訪問し、集中的な支援を行った場
合、３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加える。
＜対象サービス＞
療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、共同生活援助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、

就労移行支援、就労継続支援 A型、就労継続支援B型、児童発達支援、放課後等デイサービス、福祉型
障害児入所施設、医療型障害児入所施設

※本加算を算定する事業所等は、県等が選定する広域的支援人材に対して、本加算を踏まえた適切
な額の費用を支払うこと

（２）集中的支援加算（Ⅱ） 500単位/日 ＜居住支援活用型＞
強度行動障害を有する児者の状態が悪化した場合において、集中的な支援を提供できる体制を備え

ているものとして県等が認定する指定短期入所事業所、指定障害者支援施設、指定共同生活援助事業
所、指定障害児入所施設が、他の障害福祉サービス等を行う事業所から当該障害児者を受け入れ、集
中的な支援を行った場合、３月以内の期間について、１日につき所定単位数を加算する。

※集中的支援加算(Ⅱ)を算定する場合は、集中的支援加算(Ⅰ)も算定可能

４ 申請手続等

申請 上記３（１）の＜対象サービス＞の事業所等が、支給決定自治体を窓口として、申請する。
※「居住支援活用型」については、家族等からの申請も可

申請
窓口

県（児童相談所）が支給決定した障害児（入所） 所轄の各児童相談所
岡山市以外の県内市町村が支給決定した障害児者 当該支給決定市町村の障害福祉担当課
岡山市が支給決定した障害児者 岡山市障害福祉課

要件

① 児：強度行動障害判定表 20点以上、者：行動関連 10点以上
※状態が悪化し、現状の障害福祉サービス等の利用や生活を維持することが難しく
なった児者

② 計画相談・障害児相談支援を利用している場合は、サービス担当者会議で検討するな
ど相談支援専門員と十分な連携を図っていること

③ 居住支援活用型の支援を申請する場合は、支援実施後の居住の場を確保していること

申請書類 申請書（様式1）、同意書（様式2）、対象児者の受給者証の写し

支援期間 ３カ月以内（必要と認められる場合は、改めての申請により、再度（続けて）の実施も
可）



５ 支給決定自治体（申請窓口）の処理

(1) 要件適合の確認

①行動関連評点（障害児：20点以上、障害者：10点以上）

※必要な場合は調査を実施

②相談支援との連携状況

③集中的支援実施後の居住の場の確保（居住支援活用型の場合）

(2) 支援の必要性の検討 申請事業所等への確認・検討

(3) 意見書の作成 (1)･(2)に基づき意見書（様式3）を作成

(4)

申請書等の提出 県児童相談所及び岡山市を除く市町村は、県の窓口である「おかやま発達

障害者支援センター」（以下「センター」という。）に、次を提出する。

（申請書類） 申請書（様式1）、同意書（様式2）、受給者証の写し

（市町村追加書類） 意見書（様式3）、（参考）行動障害の状態が分かる資料（認定調査票等の写し）

６ 県等の処理
(1) 調査・確認等 センターが、申請者等に必要な調査・確認等を行う。

(2) 支援推進チーム（※）の検討 申請に係る支援の対応について、協議・検討・決定する。

(3) 広域的支援人材等への要請等 広域的支援人材及び居住支援活用型施設へ支援を要請する。

(4) 申請者（事業所等）等への通知
申請者及び支給決定自治体に対して申請に係る支援の対応に
ついて通知（様式5）

※県自立支援協議会強度行動障害支援部会の作業部会

７ 支援の標準的な流れ

(1) アセスメント 広域的支援人材が、申請事業所等を訪問して、アセスメントを
実施（居住支援活用型の場合は、当該施設関係者も関与）

(2) 集中的支援実施計画の作成 広域的支援人材が、事業所等と共同して計画を作成（居住支援
活用型の場合は、当該施設関係者も関与）

(3) 集中的支援の実施

事業所等は、広域的支援人材の助言指導を受けながら支援を実
施（居住支援活用型の場合は、集中的支援終了後に、対象者が
利用する事業所等の職員も参画するよう努める。）
計画は概ね月に１回以上の頻度で見直しを行う。

(4) 集中的支援の終了
（居住支援活用型の場合は、広域的支援人材と居住支援活用型
施設が連携して、集中的支援終了後に、対象者が利用する事業
所等への支援の引継ぎを実施）

(5) 集中的支援実施報告書の作成 広域的支援人材が、事業所等と共同して報告書を作成（居住支
援活用型の場合は、当該施設関係者も関与）

(6) 支援方法の共有等 報告書等を活用して、対象児者の支援に関係する他の事業所等
と支援方法等を共有

(7) フォローアップ
（居住支援活用型の場合）計画に定めた上で、広域的支援人材
が、集中的支援終了後に、対象者が利用する事業所等への環境
調整等の支援を行う。→ 加算（Ⅰ）の算定が可能

８ その他
措置入所児童に係る集中的支援についても、上記に準じて取り扱うものとする。
＊措置した児童相談所を窓口に申請する。（加算の基準は、上記３と異なる。）


